
1． 新型コロナパンデミックと環境の変化
　2020年以降，新型コロナウイルス感染拡大（パンデ
ミック）により世界各国でロックダウン，日本国内で
は外出自粛が行われました．このようなグローバルな
人間活動の大幅な変化は，環境にさまざまな影響を与
えています．例えば，世界各国の都市における大気質
は大幅に改善し（例えば，Forster et al. 2020），二酸
化炭素（CO2）排出量も減少しました（例えば，Le Quéré 
et al. 2020；Friedlingstein et al. 2022）．Friedlingstein 
et al.（2022）によると，化石燃料由来のグローバルな
CO2排出量は2020年のパンデミックによるロックダウ
ンにより5.4％減少しました．しかし，このCO2排出量
変化のグローバルな気温への影響は小さいと推定され
ており，同時にパンデミックのローカル（地域気候）
への影響を探索することが課題になっています（For-
ster et al. 2020）．
　そこでグローバルからローカルへ視点を移すと，私
たちが住む都市部でも CO2排出量の変化は直接的に観
測されています．例えば，東京代々木の住宅街では，
第 1回緊急事態宣言中を含む2020年 4， 5月の CO2排
出量が通常の年の排出量に比べて20％程度減少しまし
た（Sugawara et al. 2021）．それでは人間活動の影響
を強く受ける都市のローカルな気温（ヒートアイラン
ド）への影響はどうなっていたのでしょうか？　一般
的に，気温は年々変動・季節変動・日々の変動が大き

く，パンデミックによる人間活動の変化の影響を抽出
するのは容易ではありません．そのためか，パンデ
ミックの気温への影響に関する報告例は一部の研究
（例えば，Fujibe 2020；Liu et al. 2022）に限られてい
ました．しかし，パンデミックで都市の気温やエネル
ギー消費がどのように変化したのかを定量的に把握す
ることは，私たちの日々の行動が，ますます暑くなる
都市を「冷ます」対策（気候変動適応策）となり得る
かどうかのヒントを与えてくれるはずです．この定量
化には，都市部の建物の形状や人間活動を陽に表現で
きる多層都市キャノピーモデル（近藤・劉　1998；
Kondo et al. 2005）と建物エネルギーモデルの連成モ
デル（Kikegawa et al. 2003）などの都市気候モデルを
用いた感度実験が有効です．

2． 新型コロナ外出自粛で都市が「冷めた」？
　Nakajima et al.（2021）は，人間活動の変化が気温や
電力消費量の変化へ及ぼす影響を大阪市を対象に独自
の手法「都市気候モデル＋人口データ」により見積も
りました．計算を行った期間は G20大阪サミット開催
期間を含む2019年 6月11日から30日までです（G20大
阪サミットを対象とした理由は著者紹介の項目参照）．
そして，パンデミックに対する外出自粛もこの期間に
行われたと仮定して計算し，G20に伴う交通・出勤規
制の影響と比較しながら，外出自粛の気温等への影響
を調査しました．
　ドコモ・インサイトマーケティングのモバイル空間
統計（人口データ）（https://mobaku.jp/ 2022.5.3閲
覧）によると，パンデミックに対する外出自粛中のオ
フィス街の日中人口は，感染拡大前に比べ 7割程度減
少していました．この人口減少量は G20に伴う交通・
出勤規制による人口減少量の約 7倍でした．外出自粛
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期間と G20開催期間のそれぞれの人口変化量を，都市
気候モデル内の人間活動に関するパラメータに反映さ
せました．
　上記の外出自粛を反映させた計算によると，大阪市
のオフィス街の外出自粛による人口減少により，電力
消費量が最大で床面積 1 m2当り12.0W（外出自粛前か
ら40％）低下しました．この低下量は G20による低下

量の約10倍であり，東日本大震災に伴う2011年夏の節
電対策効果に匹敵します．また，電力消費量の低下に
伴い，オフィス街の人工排熱が土地面積 1 m2当り
76.3W（42％）低下し，その結果気温が0.1℃程度低下
したと推定されました（第 1図上）．この気温低下量は
G20による低下量の約 3倍の大きさでした．なお，こ
の約0.1℃の気温低下量は，日本の各都市の気温の観
測値から統計的に推定された気温低下量（Fujibe 
2020）と矛盾しない結果です．一方，外出自粛により
人口が微増した住宅街の電力消費量は床面積 1 m2当
り1.4W（18％）上昇したものの気温への影響は小さい
と見積もられました．
　これらの推定結果は，都心部での人間活動を（テレ
ワークなどの普及により）変化させ，「新たな働き方・
日常」を推進することで，局所的に省エネとヒートア
イランドの緩和が実現できる可能性を示しています．
また上述のように，パンデミックに伴う CO2排出量変
化のグローバルな気温への影響は小さい（Forster et 
al. 2020）と推定されていましたが，都市部のローカル
な気温への影響は無視できないことが示唆されたのは
興味深い結果と言えます．
　Nakajima et al.（2021）による研究は，通常は公開・
測定されていない都市街区（数百m～数 km）規模で
の電力消費量および気温を推定できる点や人間活動が
変化した際の電力消費量や気温へ及ぼす影響を定量的
に評価できる点に意義があります．また，気象の
フォーシングを，全球気候モデルによる将来予測実験
の結果あるいはその結果をダウンスケーリングした結
果へ置き換えることで，都市の電力消費量や気温等の
将来予測も可能です（e.g., Takane et al. 2019, 2020）．
今回の推定に使用された手法は，大阪市以外の都市に
も適用されています．実際に，首都圏を含む日本全国
の都市部を対象として同様の計算を行い，第 1回緊急
事態宣言中の東京都心部で最大0.2℃（夏季を想定した
推定だと0.3℃）の気温低下が見積もられています（第
1図下）（Takane et al. 2022）．
　上記の手法を世界中の都市に適用し，人間活動と都
市の気候の関係の体系化を行うことが今後の課題の一
つです．また，都市気候モデルと人口データやスマー
トメーター［注1］データのような社会ビッグデータとの
融合を進め，より正確な都市の気象気候・エネル
ギー・人間健康リスク等の予測や気候変動に適応でき
る街づくりおよび政策提言等に活かすことが期待され
ています．
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第 1図　 外出自粛に伴う日中における地上気温の
変化．大阪市（上，Nakajima et al. 2021）
と首都圏（下，Takane et al. 2022）の結
果．外出自粛ケース（計算結果）と外出
自粛がなかったと仮定したケースの気温
差．



後　注
［注 1］毎月の検針業務の自動化や住宅用エネルギー管理
システム等を通じた電気使用状況の見える化を可能にする
電力量計（東京電力エナジーパートナー HP https://www.
tepco .co .jp/ep/private/smartl i fe/smartmeter .html 
2020.5.3閲覧）．30分毎に電力の使用状況（内訳も含む）を
把握することができるため，例えば人工排熱量を左右する
空調使用の実態把握や建物エネルギーモデルの空調使用パ
ラメータの更新およびモデルによる計算値の検証等が可能
になる．
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実験）と捉え，人間活動の変化が都市の気象・気候へ及ぼ
す影響に関する研究をスタートさせました．G20大阪サ
ミットを対象に研究を始めたこともあり，上記のコロナ禍
の人間活動変化に伴う影響の定量化研究（Nakajima et al. 
2021；Takane et al. 2022）を世界に先駆けて速やかに始め
ることができました．

　人間に焦点を当てた社会に寄り添う（できれば役立つ）気
象学研究の推進と発展を目指しています．
参考：気象学会　人材育成・男女共同参画委員会「みんな
輝く気象学会」のページ：https://www.metsoc.jp/jinzai/
ptakane.html
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